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・概要 

 シェアリングエコノミーは、インターネットを利用したビジネスとして発展

している。 

 シェアリングエコノミーは新しく生まれたビジネスなので多くの課題がある。

今後シェアリングエコノミーが発展していくために現在問題視されている課題

を明確にした。 

 シェアリングエコノミーには、主に情報の非対称性問題や法的整備が不十分

といった問題があり、これらはシェアリングエコノミーのサービスが発展途中

の今、解決しなくてはならない。 
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1．シェアリングエコノミーの現状 

1.1 シェアリングエコノミーの実態 

 シェアリングエコノミーは、インターネットが普及し、他者との情報交換が容

易になったことによって近年成長している。 

日本でのシェアリングエコノミーの実態として、2021 年に行われた意識調査

（詳細を付録 A に示す）での認知度は、図 1 のとおり、49.9％であった [2]。 

 

〈図 1〉シェアリングエコノミーの認知度  

（文献 [2] から筆者作成） 
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1.2 シェアリングエコノミーのメリット 

 シェアリングエコノミーのメリットには、遊休資産の活用、地域社会の活性

化、環境に優しい、経済圏の創出の 4 つが挙げられる。 

  

1.2.1 遊休資産の活用 

 遊休資産とは個人で所有している資産の中で、その人にとって価値がなかっ

た資産のことである。その遊休資産を他に必要としている人に販売することに

よって、今あるものに新しい価値を見いだし、それを商品として売り出すこと

が可能である [1]。 

 

1.2.2 地域社会の活性化 

 現在、人口減少が続いている地方では、交通、子育てなどに課題を抱えてい

る。その解決策としてシェアリングエコノミーが行われている [13]。シェア

リングエコノミーは遊休資産を活用するので、コストがかかりにくい。したが

って、自治体の限られた予算の中で課題解決をしていくために、シェアリング

エコノミーは非常に有用である。 

 

1.2.3 環境に優しい 

 シェアリングエコノミーでは、人々の間でモノを循環させることができる。

必要がなくなって捨てる予定であったモノでも、他の人にとっては価値のある

ものである可能性がある。それを仲介するのがシェアリングエコノミーであ

る。したがって、モノの利用効率を高めることが可能なので、廃棄物を減らす

ことにつながる [7]。 

 

1.2.4 企業へのメリット 

 シェアリングビジネスを行うことによって個人だけではなく、企業にとって

もメリットが生まれる。シェアリングビジネスには様々な形があり、企業の経

済活動と組み合わせることが可能である。 
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2 シェアリングエコノミーの課題 

 シェアリングエコノミーは、インターネットが普及してから発展している新

しいサービスの形なので、様々な課題がある。 

 

2.1 情報の非対称性問題 

 シェアリングエコノミーの課題として第一に挙げられるのは、情報の非対称

性問題である。この課題は、サービスの提供者と消費者がもつ情報が異なって

しまうことである（具体例を 3.1 に挙げる）。 

  

 

2.2 制度の未整備 

 シェアリングビジネスを行うサービス提供者に対しての制度整備ができてい

ない。現在、シェアリングエコノミーの認知度、利用度が年々増加している。

しかし、（1）個人事業主として扱われてしまうこと、（2）確定申告が義務づけ

られていることを、シェアリングエコノミーの利用者それぞれが把握して利用

しなければならない [4]。この先さらに利用人口が増えていくことに備えて、

法的整備を行うことが必要である（具体例は 3.2 に挙げる）。 

 

2.3 取引をする相手への信頼 

 シェアリングのサービスを利用する上では、取引相手が期待を裏切る可能性

があるというリスクがあることを把握して使用しなければならない。この心理

的な面から来る課題は、情報の非対称性問題（2.1）から引き起こされる（具体

例は 3.3 に挙げる）。 

  

2.4 既存企業との競合 

 シェアリングエコノミーのサービスは、個人間の取引に新たな需要をもたら

す。しかし、新たな需要に対してシェアリングエコノミーが浸透していくと、

既存企業のビジネスに変化をもたらしてしまう「破壊的イノベーション」の側

面をもっている [24]。 
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3. 事例 

 シェアリングビジネスでの実際に問題のあった事例を取り上げる。 

3.1 情報の非対称性問題の事例 

情報の非対称性問題は、スキルのシェアやモノ、空間のシェアなど多岐にわた

っている。 

  

3.2 制度の未整備の事例 

(1) サービス提供者の扱い 

シェアリングエコノミーのサービス提供者が個人事業主として扱われてしま

う問題の事例として、ウーバードライバーを取り上げる。 

シェアリングエコノミーのサービス提供者は、一つのプラットフォーム企業

に所属してそこの規範に従い、プラットフォーム企業との関係は報酬などの交

渉力が弱い立場である [25]。労働者に近似しながらも、裁判で労働者性が認め

られないと労働法の保護が受けられなくなってしまう。したがって、シェアリン

グエコノミーのサービス提供者を法律上でどのように扱うかを検討する必要が

ある。 

 

（2）税金の申告漏れ 

税の申告漏れの事例としては、関東信越国税局が調査した事例を挙げる。 

  

3.3 相手を信頼する事が難しい事例 

 個人間で取引をするカーシェアリングサービスで行われた事例を紹介する。

シェアリングエコノミーはインターネット上ですべての取引が行われるので、

取引相手が悪意ももっているかどうかが判断できない。個人間でのカーシェア

リングサービスで行われた事例を挙げる。 

 

3.4 既存企業との競合の事例 

 シェアリングエコノミー事業者が既存の企業と競合している事例を挙げる。

アメリカのホテル産業へ参入した Airbnb は、民泊サービスを運営するプラット

フォーム企業である。 
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3.5 今後の課題 

 3.1～3.3 のような事例は、インターネット上の情報だけで双方が相手を判断

しなければならず、シェアリングエコノミーが新しい経済活動の形であるとい

う事態が引き起こしている問題である。 

 シェアリングエコノミーの有用性をしっかりと活かして成長していくため

に、課題を解決することによって、より便利な生活を実現できるであろう。  
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付録 A 国内シェアリングエコノミーに関する意識調査 2021-調査概要- 

 PwC Japanが2021年6月に行った「国内シェアリングエコノミーに関する意識調査2021」

[2]の調査概要を示す。 

 

(1) 調査目的 

 全国の消費者のシェアリングエコノミーに対する意識の把握 [2] 

 

(2) 調査地域、対象 

 国内全域の一般消費者。16 歳～70 代の男女 

 

(3) 調査方法 

 Web によるアンケート調査 

 

(4) 調査期間 

 2021 年 6 月 29 日～2021 年 7 月 1 日 

 

(5) サンプル数 

 10,001 名にスクリーニング調査を行い、うち 2,000 名が本調査に回答。 

 （「シェアリングエコノミーのサービスのいずれかを知っている」と回答した 1,000 名、  

 「シェアリングエコノミーのサービスのいずれも知らない」と回答した 1,000 名の計 2,000 

 名を抽出。） 

 

(6) 主な調査内容 

 1. シェアリングエコノミーの認知、サービスの利用経験、サービス利用意向 

 2. サービスのカテゴリーごとに、利用回数、利用して良かった点（以上、利用経験者の

み）、利用におけるメリット、懸念事項など 

  3. シェアリングエコノミーの日本経済・社会および自分自身への影響、シェアリングエ

コノミーについて感じること 

  ※2017 年、2018 年、2019 年、2020 年の調査結果とも一部内容を比較 

 



13 

 

(7) 調査主体 

 PwC コンサルティング合同会社 エクスペリエンスセンター 

 

(8) 調査結果 

 1．「シェアリングエコノミーのサービス」の認知・・・49.9 

 2. 「シェアリングエコノミーのサービス」の認知② 

⚫ 移動手段            ・・・75.4 

⚫ モノ              ・・・73.9 

⚫ 場所・空間           ・・・63.2 

⚫ スキル             ・・・62.2 

⚫ クラウドファンディング     ・・・42.7 

⚫ ビジネスプロフェッショナルスキル・・・32.6 

 3. 「シェアリングエコノミーのサービス」の利用経験・・・21.6  
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付録 B 消費生活に関する意識調査 2016 調査概要  

消費者庁が 2016 年に行った「消費生活に関する意識調査」[26]の調査概要を示す。 

 

(1) 調査項目  

 1. SNS について 

 2. 暮らしについて 

 3. シェアリングエコノミーについて 

 

(2) 調査対象 

 全国の満 15 歳以上の男女 3,000 人 

 ※国税調査（2015 年）における性別、年齢・地域の比率を基に調査実施機関に登録され

ているモニターから抽出。 

 

(3) 調査時期 

 2017 年 3 月 

 

(4) 調査方法 

 インターネット調査 

 

(5) 調査実施機関 

 株式会社ネオマーケティング 

 

(6) その他 

 1. N とは、比率算出の基数を表すものであり、原則として回答総数、又は分類別の回答者

数のことである。また、M.T.とは、複数回答の設問の回答計を示す記号である。「複数回

答」と記載のある質問は、複数回答を認めているので、回答計は 100%を上回る。 

 2. 百分比（％）は、小数第 2 位を四捨五入し、小数点第一位までを算出した。したがっ

て、比率の合計値が 100％にならない場合がある。また、本文中の数値と図表の各項目

の合計値が一致しない場合がある。 
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(7) 調査結果 

 事業者への期待 

⚫ 事故につながることがないよう、商品・サービスの安全性を確保すること 

・・・45.0 

⚫ トラブルの発生に備え、利用者・提供者・マッチングプラットフォームを運営す

る事業者について、誰がどのような責任を負うかを明確にしておくこと 

・・・38.8 

⚫ 商品・サービスの品質を確保すること・・・34.8 

⚫ 利用者・提供者の信用性を可視化すること・・・34.0 

⚫ 利用者・提供者からの苦情の受付やあっせんを行うこと・・・24.6 

⚫ その他・・・0.2 

⚫ 特にない・・・15.9 

⚫ わからない・・・23.8 


